

























て、重婚の禁止規定や、夫が妾を有していることを理由に妻側の離婚事由が認められたのか否か、 いう夫婦間の離婚事由の規定が挙げられる。後者には、妾を有している夫に対し姦通罪や重婚罪が適用されるのか否か、また親族に関する規定の効力が妾にも及んでいたのか、という問題が含まれる。そこで、本稿ではこうした規定を中心に取り上げ、近代タイで一夫一婦制と妾 整合性がどのよ 考えられたのかについて着目する。
尚、本稿で意味する「妾」とは、同居・別居を問わず、ある男性が正式な婚姻儀式や手続きにより関係を結ん
でいる妻以外 、そうした儀式・手続きを経るこ なく双方（即ち、男性と妾になろうとする女性との間 ）許諾や同意の下で性行為及び扶養関係を有してい 女性、と定義しておきたい。やや広域な概念であるが、これはタイの裁判例で見られるよ に男性が複数の女性と継続 に関係 有しているこ 明らかになってい もの、明確に妾の定義が示さ ていないこ
と（３）
、さらに、今後東アジアにおける妾の諸問題を比較検討することも視











































oncharville ）のフランス人立法者が起草した法案では、 「有夫の女は重ねて婚姻することを得ず」 、 「数人の
妻の夫たるものは、各妻をして別居せしむることを得、此の場合に於 夫は各妻と順次同棲することを得」 、 「数人の ある場合には、最初 登記を経た 者を正妻とし、其の他の者を副妻とす」と、一夫多妻制 前提とした条項が盛り込まれ
た（８）
。これに対して、日本人お雇い外国人の政尾藤吉は「斯くの如き恥ずべきことを麗々


































 既に結婚の登録をした者は、死亡 離婚、或い 裁判所 よる取消を理由として先の結婚関係が無くなったと証明する以外には別に他の登録をすることはできない。
第一四八八条














 夫又は妻が裁判所により精神異常 理由 して無能力者と宣告され その宣告日より三年間以上経過し、治癒の見込みがなく、以後夫婦として共同生活ができ くなるまでに至った時には、他方は離婚の訴えを提起できる。
　（七）夫又は妻が行った行為で誓約に違反した時、他方は離婚の訴えを提起できる。　（八）


















































































障すること」には、仮に夫の支援が間をおいて一度又は二度、或いは数回でもその支援のための金額が僅かであり、生計を立てるのに充分でない時は含まれな ものの、その支援が一度のみ又は二度に過ぎなくとも、金額が非常に多い場合には別途考慮される。 「夫が他の女を妻の如く礼遇すること」とは、その女性を妻と同等に扱うということである。例えば、妻以外の女性と儀式や礼式へ参加すること、同居すること 他人にその女性を家内と紹介する 同居してい 旨を他者に告げること等が該当する。一方で もし仮に男性が と姦通行為を有し、性行為を行う段階に至ったとしても、妻の如く扶助、生活を保障、若しくは妻のように礼遇した いうこととはならない。あくまでも妻の如く扱うことが要件である で、例え性的関係がなく も、他の女性を妻の如く扶助、生活を保障し、或いは妻のように礼遇した場合には、妻側は 該条項に従い離婚の請求をする事由となる。 「妻が姦通を犯したこと」とは、共に寝床に入ることを意味する。これは、妻が他の男性と性行為を行った事実又は証拠さえあればよく、妻が他の男性を扶助、生活を保障、又 礼遇した事実を考慮することは要しない。これは、法律上夫 他の女性と性交を行うことについては、妻が当然 離婚できる に相当 ほど 劣悪なものとはなっておらず、夫が他の女 を妻の如く扶助、生活を保障、或い 礼遇することにより妻 離婚請求権が生ずる ととなる。
こうした氏の解釈に依るならば、夫が妾を有していたとしても、その妾を妻として扱っていない限り 、妻は












者が他者 生活を維持するのに必要不可欠な出費（住居の購入や賃借り、電気代・水道代の支給等） 責任を負うことを示す。 「礼遇」というのは、夫婦として表現するということで 人前で連れを自身の夫又は妻と紹介すること、或いは自身の両親に挨拶するこ が挙げられるが、配偶者として登録するほどのものは必要とされていない。他者を「礼遇 る」とは、 「扶助、生活を保障する」事由から区分され、例え夫がある女性 扶助、生活を保障していなくとも、仮にその女性 と類似す ように礼遇する行為があった時には、離婚訴訟 事由となる。夫がお金を使うこ は必ずしも求められる訳で なく、隠れ 内々で女性を妾として扱い生活を保障する形式でよい。この規定により、配偶者は相互に忠実でなければならず、自身の合法的な夫又は妻以外の人を扶助、生活を保障又は礼遇することはできない。 「姦通」について、妻が姦通を犯すという は別の男性との性交 自ら願い出ることを意味する。別の男性と性交 た妻は当然に姦通と見做され 離婚訴訟の事由 なる。 「他 と習慣的に性交した時」とは、夫又は妻が自身の配偶者ではない異性と性交するこ である。習慣的なもの、或いは複数回に及ぶもので、一時的な臨時のもので ない。
このように、民商法典家族法における妾に関連する規定の変遷を今一度整理すると、次のようになる。草案の
段階では、夫が娶ることの きる妻は一人としつつも、妾を有すること 禁じて い かったが、公布施行
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た家族法では、既に配偶者がいる者との結婚は禁じられ、また婚姻は原則として一度のみ登録でき、且つ妻も一人のみ登録可能ということとなり、形式上 一夫一婦制の法典が整えられた。しかしその反面、離婚事由には重婚の規定が設けられず 仮 重婚の状態が形成されても、裁判所の裁定を受けない限りは婚姻関係が有効なものとして扱われることとなっていた。さらに 姦通を理由とする離婚請求も夫のみに認められ いた。こうした条項は徐々に修正が加えられてゆくこと なり、離婚事由の規定は まずは夫 別 女性を妻の如く扶助、生活を保障又 礼遇していた場合は妻側からの離婚事由として認めら るように改められたが、依然として夫婦間の差別は残されていた。二〇〇七年の改正に伴 、夫婦間の 平等化が実現され、 婦双方が相手方の姦通行為を理由とし 離婚を請求し得ることとなり、法文上妾を有している夫に対し妻が離婚を訴え出るこ が可能となったのである。（二）刑法典
次に、刑法典の関連する規定を見てゆこう。妾をめぐる刑法上の問題としては、姦通罪及び重婚罪の法文を検































































































以上のように、現存するタイ刑法典草案には、姦通罪 重婚罪の処罰規定や親族 範囲に関 る規定は盛り込

















が女性を女性宅から連れ去った後に自宅に同居させたものであったが、この関係を夫婦と認めるかについて争われた。アユッタヤーでの第一審は女性を法律上の妻と見做したが、控訴審では法律上の 関係ではなく、単なる愛人と妾の同居関係に過ぎないと判示した。ディカー裁判所でも男女は同居していたとは言え婚姻関係には無く、単なる同居関係は夫婦と扱わ かった。 ［ディカー裁判所：
311/1923.9.22 ］においても、男性が女性を女性
の母親の承諾無しに家から連れ出 同居していた案 であ たが、法律上 夫婦関係を否定した。さらに、 ［ディカー裁判所：
1006/1931.3.30 ］でも儀式を挙げたことで夫婦が結婚していることを認めている。その他にも、儀
式によって妻となった場合 はその旨が表示され 等（ ［ディカー裁判所：
213/1921.7.26 ］ 、 ［ディカー裁判所：
















式を挙行し、同居していたにもかかわらず登録手続きを行ってい かった男女が当事者とな て る事案であが、第一審では男女を夫婦として認めたの 対し、控訴審で 家族法の規定に従 結婚する際には登録をしなければならないこと、婚姻の儀式を挙行しているが 姻の登録はなされ ないこと、を理由として法的には夫婦とは言え い旨 明らかにし、ディカー裁判所も例え同居していた しても 律上夫婦の要件を満た ていないことを指摘、夫婦関係を認めなかった。
但し、家族法施行前に既に事実上の婚姻関係を結んでいる男女が当事者であった場合には、 ［ディカー裁判所：
1293/1936.1.1 ］ 、 ［ディカー裁判所：
1253/1936.12.26 ］ 、 ［ディカー裁判所：
246/1937.7.8 ］等で見られるように、
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請求したもので、対する夫は暴行を加えたことは認めたが、それは妻が暴言を吐いたためであり、また妻への暴行は深刻な傷ではなく離婚に相当するものではないと反論した案件である。ペッチャブリー裁判所は 夫から妻に加えられた暴行が深刻な傷ではなく離婚に至る程の 由ではないとしたが、 控訴審では事案をより詳細に調査、夫が妾と同居することとなったが、夫 妻を三回殴打し ものの一旦は夫婦関係が修復 しかしその後に夫が妻に痣を作る程の暴行を加え、 に対し殺害を仄めかす脅迫をしていたという事実により、両者が同居して生活をすることはできないとして離婚の請求 認め 。ディカー裁判所は、夫が妻 適当 扱っていないこと、さらに何度も暴行を加えていること 重く見た上で 妻側の離婚請求を認めた。［ディカー裁判所：
344/1936.7.30 ］も、妾を有している夫に対し妻が離婚の請求を訴え出た事案である。妻側
の主張は、夫と公式に夫婦 なっており、夫 将来的に他の 娶らず現在 妾 別れるこ を妻に約束した 、
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たものである。下級審では夫が妻を適正に扱っていないという証拠が無いこと等を理由として離婚請求の訴えを認めなかったが、ディカー裁判所では夫が妻を拉致していることについては有罪判決が下され妻にも影響を及ぼしていること、仮に今後も夫婦生活を続けるのであるならば妻は周囲の恥晒しになりかねないこ 、等の諸事情を指摘し、今後夫婦として生活できない程の屈辱的 恥を相手に与えた場合は当事者が離婚を請求することができるとして、下級審判決を覆した。 ［ディカー裁判所：
241/1933.8.14 ］も夫婦の離婚の事案である。事実の概要




られてい ような記録が残されてい 。その一方で、男女の婚姻関係が肯定される めには儀式の挙行 或いは
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公的に夫婦関係を周囲に知らしめることが求められていたこと、さらに女性が妻なのか、或いは妾なのか、という判断が求められる事案もあり、裁判所では夫婦の要件を満 す基準に依拠して判断していたことも示される。家族法施行後は、夫婦関係の成立の有無を法律に照らしてより厳格に見ており、原則として婚姻の登録がなされていない限りは法的に と扱われないこととなった。夫婦の離婚をめぐっ 、夫の蓄妾行為自体は離婚事由とは認められていなかったが、妾を有している夫の妻に対する接 方が適切なものではないとの理由で以って妻側の離婚請求を柔軟に認めるようになっている過程が示され、 近代タイの妻や妾の立場を考察する上では意義深い。
結
タイにおける妾をめぐる論議は、婚姻法の形式として伝統的な固有法に従うのか、それとも西洋諸国に倣って
一夫一婦制を導入するのか、と う問題と直結していた。制定された一九三五年民商法典家族法の法文は 一見すると 婦は互いに一人の配偶者しか登録することができず、一夫一婦制を採用してい となっていることが確認できる。ディカー裁判所 判決につい 見 と、当初は婚礼の儀式を挙げ、或いは公に であることを周知させている場合に婚姻関係を結んでいるものと判断していたが、家族法の施行に伴い、婚姻の登録をしている場合にのみ夫婦と見做していることからも、法文で定めてい 登録制の要件を重視していた 分かる。
但し、必ずしも厳格な一夫一婦制が採られていた訳では無い。一つには、重婚の禁止が離婚事由として規定さ
れていなかったことが挙げられる。仮に、重婚 状態が形成された場合であっても、裁判所の宣告が無い限り婚姻関係を無効とする は許されなかったため、 姻関係 曖昧となる が さらに、離婚事由の規定
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を見ると、妻の姦通は夫の離婚事由となるが、反対に夫の姦通行為は妻の離婚事由としては認められておらず、夫の蓄妾行為を容認し得るも となっていた。裁判例で登場する妻と妾との関係を見ても、夫が妾を有している際に、場合によっては妻側の離婚事由とし 認められる事例があり、次第に妻側の離婚事由をより寛容に判断する姿勢であったことが分かるが、妾を有することのみでは離婚が成立 要因とは見ていなかった。また刑法典でも、姦通罪や重婚罪の規定 設けられていなか た。重婚罪が明記されなかったの 、近代期にタイの社会では未だに重婚罪の処罰規定を受け入れることが難しいと考えられたこと 起因すると思われる。仮に婚姻関係を複数有していた場合、公務員に対する虚偽申告の罪に問われ得るが、正式な婚姻関係を結んでいない場合 は処罰の対象とはならないために、妾を有 ことが可能となる要因 もなっ 。即ち、妾を娶 夫に対しては刑法上処罰することは想定されていなかったのである。
このように、タイの近代立法過程では一夫一婦制を原則とした法典を整備しながらも、依然として妾を有する
ことを暗に容認する法制度が事実上形成されており あ 種 一 一婦容妾制 言え 体制 採られていたことが分かる。
本稿では、 法文及びディカー裁判所の判決を中心にタイにおける妾をめぐる問題に焦点をあてた。その一方で、
メディア内でも、一夫一婦制や妾に関連して重要な議論が展開されてい が、紙幅の関係上妾に関連する当時社会における動向や議論の行方について 考察し得なかった。また、妾自身の法的問題に焦点をあてた め、妾の子どもを取り巻く法的状況について扱う ができなかった。こうした点は、別稿に 明ら にしてゆくこととしたい。
77　　法文及びディカー 裁判所の判決から見た近代タイにおける妾の法的諸問題をめぐる考察　　西田
註（１） 例えば、 三印法典夫婦法の第三二条には、 「戦闘に行き、
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32）ディカー裁判所とは最高裁判所 ある。一般的にタイの判決の位置付けについては、先例を重視するが絶対的な拘束性は認められて いない、と説明されている。安田信之『東南アジア法』日本評論社 二〇〇〇年、二四二頁。
 
　
尚、本稿を執筆するにあたり、ディカー裁判所の判
決要旨が下級審の判決と併せて詳細に載せられている英字新聞
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紙を用い、調査を行った。
（
33）結婚に際して、夫となる男性が妻となる女性に支払
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うのが
“
K
hongm
an”
で、妻となる女性の保護者に婚約
時に支払うのが
“
S
insod”
である。このことについて
は、一九三五年民商法典第一四三六条に規定された。“K
hongm
an”
は結婚後には女性の所有となり、婚姻が
行われなかった際には男性側の
“
S
insod”
の返還請求
が認められているため、離婚の事例では婚姻関係の有効性を争うと同時に、しばしば金銭 返還請求が見られる。
（
34）本事例については、海外からも関心を持たれている旨が記されている。
T
h
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gkok T
im
es, 1939.4.1.
（
35）
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es, 1923.9.26, 
1923.10.4.

